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当連結会計年度の事業の概要

連結財務諸表

連結貸借対照表

直近の連結会計年度に係る主要な経営指標

 （単位：百万円）

 （単位：百万円）

　令和2年3月期の当金庫グループの預金残高は、7,367億円と前期比88億
円の減少、貸出金残高は3,409億円と前期比82億円の増加となりました。
　損益面では、有価証券の減損処理額等の増加により、経常利益は8億1百万
円と前期比1億15百万円の減少となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、
554百万円と前期比98百万円の減少となりました。

・連結財務諸表の作成方針
（1）連結の範囲に関する事項     

①連結される子会社及び子法人等　2社     
　会社名　だいしんビジネスサービス株式会社     
　　　　　だいしんリース株式会社     
②非連結の子会社及び子法人等     
　　　　　該当ありません。     

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
　　　　　該当ありません。     
②持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
　　　　　該当ありません。     

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
　　　　　3月末日　2社   

（4）のれんの償却に関する事項  
のれんの償却については、発生年度に全額償却しています。 

（5）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した剰余金処分に基づ
いて作成しています。

連結経常収益

連結経常利益
（△は連結経常損失）

 

連結純資産額

連結総資産額

連結自己資本比率

2015年度

9,766

1,435

1,072

51,968

794,807

14.25％

2016年度

12,069

 
2,148

 

946

49,283

795,746

14.03％

2017年度

11,135

1,132

666

49,143

798,731

13.84％

2018年度

9,377

916

652

50,697

805,249

13.34％

9,382

801

554

46,717

790,659

13.17％

2019年度

資産の部

負債の部

純資産の部

現 金 及 び 預 け 金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
資 産 の 部 合 計

科　目 2019年度

預 金 積 金
借 用 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計

出 資 金
利 益 剰 余 金
処 分 未 済 持 分
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
非 支 配 株 主 持 分
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

科　目 2019年度

2018年度

2018年度

745,592
867
－

4,701
336
16
800
319
51
50
866
296
651

754,550

3,113
42,280
△0

45,393
4,385
687
5,072
231

50,697
805,247

170,324
343
0

289,860
332,649

498
7,670
6,625
1,820
4,225
225
－

354
285
193
69
22
－

651
△3,663
805,247

736,783
722
2

4,322
337
17
534
351
59
42
－

279
488

743,941

3,125
42,819
△0

45,945
△102
639
537
234

46,717
790,659

164,705
999
0

272,925
340,947

97
7,532
5,861
1,397
3,903
250
1

309
227
160
49
17
646
488

△3,773
790,659

（注）2015年度の連結経常収益、連結経常利益（△は連結経常損失）及び親会社株主
に帰属する当期純利益（△は親会社株主に帰属する当期純損失）については合
併日（2016年1月12日）以降の旧西濃信用金庫の損益を含んでいます。以下に
ついても同様。

親会社株主に帰属
する当期純利益
（△は親会社株主に
帰属する当期純損失）

2019年度（注）
1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
なお、単位未満の計数がある場合は「0」とし、該当科目の残高がない場合は「－」
として表示しています。
2.有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、その他有価証券については原則として、連結決算日の市場価格等に
基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、但し、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により
行っています。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法に
より処理しています。
3.デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
4.当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の有形固定資産（リース資産を除
く）の減価償却は、定率法（但し、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属
設備を除く。)並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法）を採用しています。
また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　建　物　8年～50年
　　その他　3年～20年
5.無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しています。
なお、自金庫利用のソフトウェアについては、当金庫並びに連結される子会社及
び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しています。
6.所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資
産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償
却しています。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めが
あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としています。
7.当金庫の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を
付しています。
8.当金庫の貸倒引当金は、当金庫の定める資産査定基準及び償却・引当基準に基
づき、貸出金等について回収可能性を検討して計上しています。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」と
いう。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」とい
う。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳
簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しています。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻
に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債
権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しています。
上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の
予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実
績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しています。
すべての貸出金等債権は資産査定基準に基づき、営業部店及び本部所管部が資産査定
を実施し、当該部署から独立した検証部門及び自己査定審査委員会が査定結果を監査し
ています。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額か
ら、担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を、取
立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は630百万円です。
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸
倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てています。
9.賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支給見
込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しています。　

10.役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の
支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しています。

11.当金庫の退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しています。
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりです。
　　過去勤務債務　　　その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（１０年）による定額法により損益処理
　　数理計算上の差異　各連結会計年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年及び5年）による定額法により按分し
た額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

当金庫並びに連結される子会社及び子法人等は、複数事業主（信用金庫等）によ
り設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫
並びに連結される子会社及び子法人等の拠出に対応する年金資産の額を合理
的に計算することができないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用と
して処理しています。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める
当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の割合並びにこれらに関する補足
説明は次のとおりです。
①制度全体の積立状況に関する事項（平成31年３月３１日現在）

　　年金資産の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,650,650百万円
　　年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額　1,782,453百万円
　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△131,803百万円
②制度全体に占める当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の掛金拠出割合（平成31年３月分）
　　　0.5590%
③補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高180,752百
万円及び別途積立金48,949百万円であります。本制度における過去勤務債務の
償却方法は期間19年0ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫並びに連結される
子会社及び子法人等は、当連結会計年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特
別掛金104百万円を費用処理しています。
なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に
乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫並びに連結される子会社及
び子法人等の実際の負担割合とは一致しません。

12.役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支出に備えるため、役員に対する退職慰
労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上
しています。

13.睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上
しています。

14.偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負
担金支払見込額を計上しています。

15.当金庫の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の
方法は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号「銀行業における外
貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（平成14年7月29
日）に規定する繰延ヘッジによっています。ヘッジ有効性評価の方法については、
外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取
引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権
債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ
とによりヘッジの有効性を評価しています。

16.消費税及び地方消費税の会計処理は、当金庫は税込み方式により、連結される子
会社及び子法人等は税抜き方式によっています。

17.当金庫の理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　7百万円
18.有形固定資産の減価償却累計額　7,098百万円
19.有形固定資産の圧縮記帳額　３４４百万円
20.貸借対照表に計上していない保証債務残高　166百万円
21.貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権
の額は次のとおりであり、貸倒引当金控除前の金額です。

破綻先債権等は以下のとおりです。
（1）破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることやそ

の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条
第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じ
ている貸出金です。

（2）延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

（3）３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月
以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

（4）貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債
権に該当しないものです。

22.手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理してい
ます。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外
国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は、4,410百万円です。

23.担保に供している資産は次のとおりです。
担保に供している資産
　預け金　　　501百万円
　有価証券　4,413百万円
担保資産に対応する債務
　預金　　　　249百万円
　借用金　　　722百万円
上記のほか、為替決済の担保として預け金10,000百万円を差し入れています。
また、その他資産には、保証金153百万円が含まれています。

破 綻 先 債 権 額
延 滞 債 権 額
３ヵ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
合　　　　　　　計   

190百万円
10,634

43
1,772
12,641

連結財務諸表
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当連結会計年度の事業の概要

連結財務諸表

連結貸借対照表

直近の連結会計年度に係る主要な経営指標

 （単位：百万円）

 （単位：百万円）

　令和2年3月期の当金庫グループの預金残高は、7,367億円と前期比88億
円の減少、貸出金残高は3,409億円と前期比82億円の増加となりました。
　損益面では、有価証券の減損処理額等の増加により、経常利益は8億1百万
円と前期比1億15百万円の減少となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、
554百万円と前期比98百万円の減少となりました。

・連結財務諸表の作成方針
（1）連結の範囲に関する事項     

①連結される子会社及び子法人等　2社     
　会社名　だいしんビジネスサービス株式会社     
　　　　　だいしんリース株式会社     
②非連結の子会社及び子法人等     
　　　　　該当ありません。     

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
　　　　　該当ありません。     
②持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
　　　　　該当ありません。     

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
　　　　　3月末日　2社   

（4）のれんの償却に関する事項  
のれんの償却については、発生年度に全額償却しています。 

（5）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した剰余金処分に基づ
いて作成しています。

連結経常収益

連結経常利益
（△は連結経常損失）

 

連結純資産額

連結総資産額

連結自己資本比率

2015年度

9,766

1,435

1,072

51,968

794,807

14.25％

2016年度

12,069

 
2,148

 

946

49,283

795,746

14.03％

2017年度

11,135

1,132

666

49,143

798,731

13.84％

2018年度

9,377

916

652

50,697

805,249

13.34％

9,382

801

554

46,717

790,659

13.17％

2019年度

資産の部

負債の部

純資産の部

現 金 及 び 預 け 金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
資 産 の 部 合 計

科　目 2019年度

預 金 積 金
借 用 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計

出 資 金
利 益 剰 余 金
処 分 未 済 持 分
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
非 支 配 株 主 持 分
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

科　目 2019年度

2018年度

2018年度

745,592
867
－

4,701
336
16
800
319
51
50
866
296
651

754,550

3,113
42,280
△0

45,393
4,385
687
5,072
231

50,697
805,247

170,324
343
0

289,860
332,649

498
7,670
6,625
1,820
4,225
225
－

354
285
193
69
22
－

651
△3,663
805,247

736,783
722
2

4,322
337
17
534
351
59
42
－

279
488

743,941

3,125
42,819
△0

45,945
△102
639
537
234

46,717
790,659

164,705
999
0

272,925
340,947

97
7,532
5,861
1,397
3,903
250
1

309
227
160
49
17
646
488

△3,773
790,659

（注）2015年度の連結経常収益、連結経常利益（△は連結経常損失）及び親会社株主
に帰属する当期純利益（△は親会社株主に帰属する当期純損失）については合
併日（2016年1月12日）以降の旧西濃信用金庫の損益を含んでいます。以下に
ついても同様。

親会社株主に帰属
する当期純利益
（△は親会社株主に
帰属する当期純損失）

2019年度（注）
1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
なお、単位未満の計数がある場合は「0」とし、該当科目の残高がない場合は「－」
として表示しています。
2.有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、その他有価証券については原則として、連結決算日の市場価格等に
基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、但し、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により
行っています。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法に
より処理しています。
3.デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
4.当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の有形固定資産（リース資産を除
く）の減価償却は、定率法（但し、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属
設備を除く。)並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法）を採用しています。
また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　建　物　8年～50年
　　その他　3年～20年
5.無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しています。
なお、自金庫利用のソフトウェアについては、当金庫並びに連結される子会社及
び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しています。
6.所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資
産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償
却しています。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めが
あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としています。
7.当金庫の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を
付しています。
8.当金庫の貸倒引当金は、当金庫の定める資産査定基準及び償却・引当基準に基
づき、貸出金等について回収可能性を検討して計上しています。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」と
いう。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」とい
う。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳
簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しています。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻
に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債
権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しています。
上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の
予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実
績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しています。
すべての貸出金等債権は資産査定基準に基づき、営業部店及び本部所管部が資産査定
を実施し、当該部署から独立した検証部門及び自己査定審査委員会が査定結果を監査し
ています。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額か
ら、担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を、取
立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は630百万円です。
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸
倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てています。
9.賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支給見
込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しています。　

10.役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の
支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しています。

11.当金庫の退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しています。
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりです。
　　過去勤務債務　　　その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（１０年）による定額法により損益処理
　　数理計算上の差異　各連結会計年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年及び5年）による定額法により按分し
た額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

当金庫並びに連結される子会社及び子法人等は、複数事業主（信用金庫等）によ
り設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫
並びに連結される子会社及び子法人等の拠出に対応する年金資産の額を合理
的に計算することができないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用と
して処理しています。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める
当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の割合並びにこれらに関する補足
説明は次のとおりです。
①制度全体の積立状況に関する事項（平成31年３月３１日現在）

　　年金資産の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,650,650百万円
　　年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額　1,782,453百万円
　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△131,803百万円
②制度全体に占める当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の掛金拠出割合（平成31年３月分）
　　　0.5590%
③補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高180,752百
万円及び別途積立金48,949百万円であります。本制度における過去勤務債務の
償却方法は期間19年0ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫並びに連結される
子会社及び子法人等は、当連結会計年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特
別掛金104百万円を費用処理しています。
なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に
乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫並びに連結される子会社及
び子法人等の実際の負担割合とは一致しません。

12.役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支出に備えるため、役員に対する退職慰
労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上
しています。

13.睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上
しています。

14.偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負
担金支払見込額を計上しています。

15.当金庫の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の
方法は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号「銀行業における外
貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（平成14年7月29
日）に規定する繰延ヘッジによっています。ヘッジ有効性評価の方法については、
外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取
引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権
債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ
とによりヘッジの有効性を評価しています。

16.消費税及び地方消費税の会計処理は、当金庫は税込み方式により、連結される子
会社及び子法人等は税抜き方式によっています。

17.当金庫の理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　7百万円
18.有形固定資産の減価償却累計額　7,098百万円
19.有形固定資産の圧縮記帳額　３４４百万円
20.貸借対照表に計上していない保証債務残高　166百万円
21.貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権
の額は次のとおりであり、貸倒引当金控除前の金額です。

破綻先債権等は以下のとおりです。
（1）破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることやそ

の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条
第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じ
ている貸出金です。

（2）延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

（3）３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月
以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

（4）貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債
権に該当しないものです。

22.手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理してい
ます。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外
国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は、4,410百万円です。

23.担保に供している資産は次のとおりです。
担保に供している資産
　預け金　　　501百万円
　有価証券　4,413百万円
担保資産に対応する債務
　預金　　　　249百万円
　借用金　　　722百万円
上記のほか、為替決済の担保として預け金10,000百万円を差し入れています。
また、その他資産には、保証金153百万円が含まれています。

破 綻 先 債 権 額
延 滞 債 権 額
３ヵ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
合　　　　　　　計   

190百万円
10,634

43
1,772
12,641

連結財務諸表
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24.土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当金
庫の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税
金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した
金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

　　　　再評価を行った年月日　平成１１年３月３１日
再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政
令第１１９号）第２条第４号に定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価
格（路線価）に基づき算定し、路線価の定められていない地域においては固定資産
税評価額を基にした倍率方式により算定しています。同法律第10条に定める再評
価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は1,020百万円です。

25.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による
社債に対する当金庫の保証債務の額は2,610百万円です。

26.出資１口当たりの純資産額　743円57銭
27.金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当グループは、預金業務、融資業務及び市場運用業務等の金融業務を行って
います。このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債
の総合的管理（ＡＬＭ）をしています。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当グループが保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸
出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資
目的及び事業推進目的で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リ
スク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されています。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されています。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当グループでは、信用リスクに関する管理諸規定や融資方針に従い、貸出金に
ついて、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の
設定、問題債権への対応等、与信管理に関する体制を整備し運営しています。
信用リスク評価については、信用格付システム、信用リスク計量化システムを
活用し、予想損失額、非予想損失額を把握し、その分析結果についてリスク管
理委員会で協議検討を行うとともに、経営会議等に報告しています。
②市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理
当グループは、リスク管理委員会において金利の変動リスクを管理してい
ます。市場リスク管理に関する規定及び事務取扱要領において、リスク管理
手法や手続き等の詳細を明記しており、理事会において決定されたリスク
管理に関する方針に基づき、リスク管理委員会、経営会議等において実施
状況の把握・確認、今後の対応等を協議しています。
日常的には経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的
に把握し、金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースでリス
ク管理委員会、経営会議等に報告しています。
（ⅱ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用基本規定に基づ
き、毎期、理事会において決定された資金運用方針に従い行われています。
市場運用商品の購入に当たっては、事前審査、投資限度額の設定のほか、継
続的なモニタリングを通じて価格変動リスクの軽減を図っています。
また、価格変動リスクの状況やリスク限度額の遵守状況は定期的にリスク管
理委員会、経営会議等に報告されています。
（ⅲ）デリバティブ取引
デリバティブ取引に関しては、外国為替等に係るリスクヘッジ及び当金庫の
市場リスクの適切な管理を行うことを目的に取扱っています。具体的な取引
は資金関連スワップ取引、為替先物予約取引等があります。
（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当グループにおいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主
たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」、「貸出金」、「預金積金」等です。
当グループでは、これらの金融資産及び金融負債について、「信用金庫法施行
規則第132条第1項第5号二等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等に
ついて金融庁長官が別に定める事項」（平成26年金融庁告示第8号）において
通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価値の変動額を市場リスク
量とし、金利の変動リスクの管理に当たっての定量的分析に利用しています。
当該変動額の算定に当たっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ
金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用
いています。
なお、当事業年度末現在、金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、
当事業年度末において、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金
利の場合1.00%上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、対象となる
金融商品の経済価値は、20,546百万円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利
とその他のリスク変数との相関を考慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を
超える影響が生じる可能性があります。
③資金調達に係る流動性リスクの管理
当グループは、資金繰りの状況に応じた区分及び対応を定め、流動性リスク
を管理しています。流動性リスク管理における重要事項については、リスク管
理委員会、経営会議等において審議・報告されています。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては一定
の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額
が異なることもあります。なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算
により算出した時価に代わる金額を開示しています。

28.金融商品の時価等に関する事項
令和2年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりです（時価等の算定方法については（注１）参照）。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しています。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額を時価としています。満期のある預け金については、預入期間ごと
に、新規に預け入れた場合に想定される利率で割り引いた現在価値を算定し
ています。但し、満期のある預金のうち外貨定期預け金については、すべて満
期が1年以内に到来するものであり、帳簿価額と時価が近似していることか
ら、当該帳簿価額を時価としています。
なお、時価情報が入手できる預け金については、情報に基づき算出した価額
としています。

（2）有価証券
株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関か
ら提示された価格によっています。また、投資信託については、公表されてい
る基準価額によっています。
自金庫保証付私募債は、自金庫保証付私募債の債務者区分ごとに、元利金の
合計額を同様の新規実行を行った場合に想定される利率で割り引いて時価
を算出しています。
組合出資金については、組合財産を時価評価できるものには時価評価を行っ
たうえ、当該時価に対する持分相当額を組合出資金の時価とみなして計上し
ています。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については 29. から 31. 
に記載しています。

（3）貸出金
貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる
金額として記載しています。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュフロー
の見積りが困難な債権については、連結貸借対照表中の貸出金勘定計上額
（貸倒引当金控除前の額、以下「貸出金計上額」という）の合計額から貸出金
に対応する個別貸倒引当金を控除した価額。
②①以外のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、
貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と
近似していることから、貸出金計上額から一般貸倒引当金を控除した価額。
なお、時価情報が入手できる貸出金については、情報に基づき算出した価
額（以下③も同様）。
③①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分
ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率
で割り引いた価額。なお、残存期間が短期間（１年以内）の貸出金（証書貸付
を除く）の時価は帳簿価額と近似していることから貸出金計上額から一般
貸倒引当金を控除した価額。

（1）預け金
（2）有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券
（3）貸出金
　　　貸倒引当金（*1）

　　　金融資産計
（1）預金積金
　　　金融負債計
（*1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

連結貸借対照表
計上額
158,654
272,486
9,720

262,765
340,947
△3,747
337,199
768,340
736,783
736,783

時価

158,745
272,678
9,912

262,765

339,239
770,663
736,887
736,887

差額

91
192
192
－

2,039
2,323
103
103

（単位：百万円）

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）
を時価とみなしています。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分
して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しています。その
割引率は、新規に預金積金を受け入れる際に使用する利率を用いています。
なお、契約期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、原則、当該帳簿価額を時価としています。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表
計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれていません。

31.減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを
除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価
が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時
価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失とし
て処理（以下「減損処理」という。）しています。
当事業年度における減損処理額は、309百万円（うち、株式241百万円、その他
の証券68百万円）です。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、決算日における時価の
取得原価に対する下落率としています。下落率が５０％以上の銘柄については、一
律減損処理することとしており、下落率が３０％以上５０％未満の銘柄については、
過去の一定期間の時価の推移や発行会社の業績の推移・信用度等を考慮し、時
価の回復が認められないと判断される銘柄を減損処理することとしています。

32.運用目的の金銭の信託

33.当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行
の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の
限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。これらの契約に係る融資未
実行残高は49,237百万円です。このうち契約残存期間が１年以内のものが
37,170百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未
実行残高そのものが必ずしも当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の
将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多
くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金
庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができ
る旨の条項が付けられています。また、契約時において必要に応じて不動産・有
価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続
に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置
等を講じています。

34.当連結会計年度末の退職給付債務等は次のとおりです。

株　　式
債　　券
　国　債
　地方債
　社　債
合　　計

売却額
138
4,888
2,047
915
1,924
5,026

売却益の合計額
－

308
128
48
130
308

売却損の合計額
152
－
－
－
－

152

（単位：百万円）

退職給付債務
年金資産（時価）
未積立退職給付債務
未認識数理計算上の差異
未認識過去勤務債務（債務の減額）
連結貸借対照表計上額の純額
退職給付引当金

△3,196百万円
2,818
△377
△359
202

△534
△534

30.当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　　　区　分
非上場株式（*1）   
非上場REIT（*1）
　　　　合　計
（*1）非上場株式及び非上場REITについては、市場価格がなく、時価を把握する
　　ことが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしていません。

125
314
439

連結貸借対照表計上額

預け金（*1）
有価証券（*2）
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち
　満期があるもの
貸出金（*3）
　　　合　　計
（*1）預け金のうち、要求払預け金については、「１年以内」に含めています。
（*2）有価証券のうち、償還予定額が見込めないものは含めていません。
（*3）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権、延滞している
　　債権、期限の定めのないものや償還予定額が見込めないものは含めていません。

124,654
19,243
1,995

17,248

64,951
208,848

１年以内

21,000
83,898
8,395

75,502

88,497
193,395

１年超
５年以内

13,000
62,037
1,093

60,943

63,233
138,270

－
66,880
230

66,650

88,863
155,744

５年超
１０年以内 １０年超

預金積金（*）
（*）預金積金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めています。
　 また、償還予定が見込めないものは含めていません。

111,146

１年超
５年以内

－

５年超
１０年以内

－

１０年超

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えるもの

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの
　　　　　合　　計

満期保有目的の債券

種類
地 方 債
社　　債
そ の 他
小　　計
そ の 他
小　　計

連結貸借対照表
計上額
5,619
1,717
1,282
8,620
1,100
1,100
9,720

時価
5,737
1,746
1,336
8,820
1,092
1,092
9,912

差額
117
28
53
199
△7
△7
192

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

619,670

１年以内

（単位：百万円）

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（注４）預金積金の連結決算日後の返済予定額

29.有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには「国債」、「地方
　  債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」について記載しています。以下 31. まで同様です。

連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えるもの

連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えないもの

　　　　 合　　計

その他有価証券

種類
株　　式
債　　券
　国　債
　地方債
　社　債
そ の 他
小　　計
株　　式
債　　券
　国　債
　地方債
　社　債
そ の 他
小　　計

連結貸借対照表
計上額
1,684

134,352
28,399
24,825
81,127
39,689
175,725
1,244
34,547

15
3,101
31,431
51,247
87,040
262,765

取得原価
965

130,973
27,064
24,184
79,724
38,358
170,297
1,382
34,931

15
3,120
31,795
56,304
92,619
262,916

差額
718
3,378
1,335
640
1,402
1,330
5,427
△138
△383
△0
△19
△364
△5,056
△5,578
△151

（単位：百万円）

連結財務諸表

連結貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価
差額

（単位：百万円）

運用目的の金銭の
信託 0 －
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24.土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当金
庫の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税
金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した
金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

　　　　再評価を行った年月日　平成１１年３月３１日
再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政
令第１１９号）第２条第４号に定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価
格（路線価）に基づき算定し、路線価の定められていない地域においては固定資産
税評価額を基にした倍率方式により算定しています。同法律第10条に定める再評
価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は1,020百万円です。

25.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による
社債に対する当金庫の保証債務の額は2,610百万円です。

26.出資１口当たりの純資産額　743円57銭
27.金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当グループは、預金業務、融資業務及び市場運用業務等の金融業務を行って
います。このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債
の総合的管理（ＡＬＭ）をしています。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当グループが保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸
出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資
目的及び事業推進目的で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リ
スク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されています。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されています。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当グループでは、信用リスクに関する管理諸規定や融資方針に従い、貸出金に
ついて、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の
設定、問題債権への対応等、与信管理に関する体制を整備し運営しています。
信用リスク評価については、信用格付システム、信用リスク計量化システムを
活用し、予想損失額、非予想損失額を把握し、その分析結果についてリスク管
理委員会で協議検討を行うとともに、経営会議等に報告しています。
②市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理
当グループは、リスク管理委員会において金利の変動リスクを管理してい
ます。市場リスク管理に関する規定及び事務取扱要領において、リスク管理
手法や手続き等の詳細を明記しており、理事会において決定されたリスク
管理に関する方針に基づき、リスク管理委員会、経営会議等において実施
状況の把握・確認、今後の対応等を協議しています。
日常的には経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的
に把握し、金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースでリス
ク管理委員会、経営会議等に報告しています。
（ⅱ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用基本規定に基づ
き、毎期、理事会において決定された資金運用方針に従い行われています。
市場運用商品の購入に当たっては、事前審査、投資限度額の設定のほか、継
続的なモニタリングを通じて価格変動リスクの軽減を図っています。
また、価格変動リスクの状況やリスク限度額の遵守状況は定期的にリスク管
理委員会、経営会議等に報告されています。
（ⅲ）デリバティブ取引
デリバティブ取引に関しては、外国為替等に係るリスクヘッジ及び当金庫の
市場リスクの適切な管理を行うことを目的に取扱っています。具体的な取引
は資金関連スワップ取引、為替先物予約取引等があります。
（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当グループにおいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主
たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」、「貸出金」、「預金積金」等です。
当グループでは、これらの金融資産及び金融負債について、「信用金庫法施行
規則第132条第1項第5号二等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等に
ついて金融庁長官が別に定める事項」（平成26年金融庁告示第8号）において
通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価値の変動額を市場リスク
量とし、金利の変動リスクの管理に当たっての定量的分析に利用しています。
当該変動額の算定に当たっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ
金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用
いています。
なお、当事業年度末現在、金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、
当事業年度末において、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金
利の場合1.00%上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、対象となる
金融商品の経済価値は、20,546百万円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利
とその他のリスク変数との相関を考慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を
超える影響が生じる可能性があります。
③資金調達に係る流動性リスクの管理
当グループは、資金繰りの状況に応じた区分及び対応を定め、流動性リスク
を管理しています。流動性リスク管理における重要事項については、リスク管
理委員会、経営会議等において審議・報告されています。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては一定
の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額
が異なることもあります。なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算
により算出した時価に代わる金額を開示しています。

28.金融商品の時価等に関する事項
令和2年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりです（時価等の算定方法については（注１）参照）。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しています。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額を時価としています。満期のある預け金については、預入期間ごと
に、新規に預け入れた場合に想定される利率で割り引いた現在価値を算定し
ています。但し、満期のある預金のうち外貨定期預け金については、すべて満
期が1年以内に到来するものであり、帳簿価額と時価が近似していることか
ら、当該帳簿価額を時価としています。
なお、時価情報が入手できる預け金については、情報に基づき算出した価額
としています。

（2）有価証券
株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関か
ら提示された価格によっています。また、投資信託については、公表されてい
る基準価額によっています。
自金庫保証付私募債は、自金庫保証付私募債の債務者区分ごとに、元利金の
合計額を同様の新規実行を行った場合に想定される利率で割り引いて時価
を算出しています。
組合出資金については、組合財産を時価評価できるものには時価評価を行っ
たうえ、当該時価に対する持分相当額を組合出資金の時価とみなして計上し
ています。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については 29. から 31. 
に記載しています。

（3）貸出金
貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる
金額として記載しています。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュフロー
の見積りが困難な債権については、連結貸借対照表中の貸出金勘定計上額
（貸倒引当金控除前の額、以下「貸出金計上額」という）の合計額から貸出金
に対応する個別貸倒引当金を控除した価額。
②①以外のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、
貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と
近似していることから、貸出金計上額から一般貸倒引当金を控除した価額。
なお、時価情報が入手できる貸出金については、情報に基づき算出した価
額（以下③も同様）。
③①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分
ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率
で割り引いた価額。なお、残存期間が短期間（１年以内）の貸出金（証書貸付
を除く）の時価は帳簿価額と近似していることから貸出金計上額から一般
貸倒引当金を控除した価額。

（1）預け金
（2）有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券
（3）貸出金
　　　貸倒引当金（*1）

　　　金融資産計
（1）預金積金
　　　金融負債計
（*1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

連結貸借対照表
計上額
158,654
272,486
9,720

262,765
340,947
△3,747
337,199
768,340
736,783
736,783

時価

158,745
272,678
9,912

262,765

339,239
770,663
736,887
736,887

差額

91
192
192
－

2,039
2,323
103
103

（単位：百万円）

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）
を時価とみなしています。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分
して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しています。その
割引率は、新規に預金積金を受け入れる際に使用する利率を用いています。
なお、契約期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、原則、当該帳簿価額を時価としています。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表
計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれていません。

31.減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを
除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価
が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時
価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失とし
て処理（以下「減損処理」という。）しています。
当事業年度における減損処理額は、309百万円（うち、株式241百万円、その他
の証券68百万円）です。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、決算日における時価の
取得原価に対する下落率としています。下落率が５０％以上の銘柄については、一
律減損処理することとしており、下落率が３０％以上５０％未満の銘柄については、
過去の一定期間の時価の推移や発行会社の業績の推移・信用度等を考慮し、時
価の回復が認められないと判断される銘柄を減損処理することとしています。

32.運用目的の金銭の信託

33.当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行
の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の
限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。これらの契約に係る融資未
実行残高は49,237百万円です。このうち契約残存期間が１年以内のものが
37,170百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未
実行残高そのものが必ずしも当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の
将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多
くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金
庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができ
る旨の条項が付けられています。また、契約時において必要に応じて不動産・有
価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続
に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置
等を講じています。

34.当連結会計年度末の退職給付債務等は次のとおりです。

株　　式
債　　券
　国　債
　地方債
　社　債
合　　計

売却額
138
4,888
2,047
915
1,924
5,026

売却益の合計額
－

308
128
48
130
308

売却損の合計額
152
－
－
－
－

152

（単位：百万円）

退職給付債務
年金資産（時価）
未積立退職給付債務
未認識数理計算上の差異
未認識過去勤務債務（債務の減額）
連結貸借対照表計上額の純額
退職給付引当金

△3,196百万円
2,818
△377
△359
202
△534
△534

30.当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　　　区　分
非上場株式（*1）   
非上場REIT（*1）
　　　　合　計
（*1）非上場株式及び非上場REITについては、市場価格がなく、時価を把握する
　　ことが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしていません。

125
314
439

連結貸借対照表計上額

預け金（*1）
有価証券（*2）
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち
　満期があるもの
貸出金（*3）
　　　合　　計
（*1）預け金のうち、要求払預け金については、「１年以内」に含めています。
（*2）有価証券のうち、償還予定額が見込めないものは含めていません。
（*3）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権、延滞している
　　債権、期限の定めのないものや償還予定額が見込めないものは含めていません。

124,654
19,243
1,995

17,248

64,951
208,848

１年以内

21,000
83,898
8,395

75,502

88,497
193,395

１年超
５年以内

13,000
62,037
1,093

60,943

63,233
138,270

－
66,880
230

66,650

88,863
155,744

５年超
１０年以内 １０年超

預金積金（*）
（*）預金積金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めています。
　 また、償還予定が見込めないものは含めていません。

111,146

１年超
５年以内

－

５年超
１０年以内

－

１０年超

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えるもの

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの
　　　　　合　　計

満期保有目的の債券

種類
地 方 債
社　　債
そ の 他
小　　計
そ の 他
小　　計

連結貸借対照表
計上額
5,619
1,717
1,282
8,620
1,100
1,100
9,720

時価
5,737
1,746
1,336
8,820
1,092
1,092
9,912

差額
117
28
53
199
△7
△7
192

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

619,670

１年以内

（単位：百万円）

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（注４）預金積金の連結決算日後の返済予定額

29.有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには「国債」、「地方
　  債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」について記載しています。以下 31. まで同様です。

連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えるもの

連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えないもの

　　　　 合　　計

その他有価証券

種類
株　　式
債　　券
　国　債
　地方債
　社　債
そ の 他
小　　計
株　　式
債　　券
　国　債
　地方債
　社　債
そ の 他
小　　計

連結貸借対照表
計上額
1,684

134,352
28,399
24,825
81,127
39,689
175,725
1,244
34,547

15
3,101
31,431
51,247
87,040
262,765

取得原価
965

130,973
27,064
24,184
79,724
38,358
170,297
1,382
34,931

15
3,120
31,795
56,304
92,619
262,916

差額
718
3,378
1,335
640
1,402
1,330
5,427
△138
△383
△0
△19
△364
△5,056
△5,578
△151

（単位：百万円）

連結財務諸表

連結貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価
差額

（単位：百万円）

運用目的の金銭の
信託 0 －
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 （単位：百万円）連結損益計算書  （単位：百万円）連結剰余金計算書

連結リスク管理債権

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

 （単位：百万円）

連結対象の子会社及び子法人等には貸出債権がありませんので、当金庫単体
の計数と同様です。

事業の種類別セグメント情報

2019年度（注）
1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
　なお、単位未満の計数がある場合は「0」とし、該当科目の残高がない場合は
「－」として表示しています。 
2.出資１口当たり当期純利益金額　8円83銭
3.固定資産の減損処理にあたり、当金庫は、営業店ごとに継続的な収支の把握
を行っていることから営業店単位でグルーピングを行い、遊休資産等につい
ては、各 １々つの単位として取り扱っています。
このうち、以下の統廃合等により廃止が決定している稼働資産及び遊休資産、
営業キャッシュ・フローの低下により投資額の回収が見込めなくなった営業用
店舗については、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減
損損失として特別損失に計上しています。なお、回収可能価額については、正
味売却価額であり、路線価等を基にした時価評価額に拠っています。

科　目 2019年度
経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益
貸倒引当金戻入益
償 却 債 権 取 立 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補塡備金繰入額
借 用 金 利 息
その他の支払利息

役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用
貸倒引当金繰入額
その他の経常費用

経 常 利 益
特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益
そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

科　目 2019年度
（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高
資 本 剰 余 金 増 加 高
資 本 剰 余 金 減 少 高
資 本 剰 余 金 期 末 残 高
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高
利 益 剰 余 金 増 加 高
親会社に帰属する当期純利益
そ の 他

利 益 剰 余 金 減 少 高
配 当 金
そ の 他

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

（1）外部顧客に対
する経常収益

（2）セグメント間の
内部経常収益

　　　計
経常費用
経常利益

（1）資産

Ⅰ 経常収益

Ⅱ 資産

信用
金庫業 リース業 その他の

事業 計 消去又は
全社 連結

（1）外部顧客に対
する経常収益

（2）セグメント間の
内部経常収益

　　　計
経常費用
経常利益

（1）資産

Ⅰ 経常収益

Ⅱ 資産

信用
金庫業 リース業 その他の

事業 計 消去又は
全社 連結

2019年度

2018年度

155

30

185
173
12

2,942

2

159

162
161
0

39

  －

(191)

(191)
(191)
(0)

  
(822)

9,377

－

9,377
8,460
916

805,247

9,219

2

9,221
8,316
904

803,088

9,377

191

9,568
8,651
917

806,069

168

29

198
187
11

3,148

3

145

148
147
0

40

  －

(177)

(177)
(177)
(0)

  
(841)

9,382

－

9,382
8,581
801

790,659

9,211

2

9,214
8,423
790

788,311

9,382

177

9,560
8,758
801

791,500

営業用
店舗
1ヵ所

 （単位：百万円）

場　所 主な用途 種　類 土　地 建　物
その他の
有形固定
資産等

減損
損失合計

合　計

－ 33－33

92

大垣市外 土地

営業用
店舗
1ヵ所

5 58646大垣市内
土地建物
及びその他
の有形固定
資産等

自己資本調達手段の概要1

2 自己資本の充実度に関する評価方法の概要

3 信用リスクに関する項目

4 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び
手続きの概要

5 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の
リスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要　当金庫の自己資本は、出資金、利益剰余金、一般貸倒引当金等により構成さ

れています。

　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことにより自己
資本を充実させ、経営の健全性・安全性を十分保っていると評価しています。
なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基
づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第一義
的な施策として考えています。

1 リスク管理の方針及び手続きの概要

6 証券化エクスポージャーに関する事項
1 リスク管理の方針及び手続きの概要

2 自己資本比率告示第249条第4項第3号から第6号までに
規定する体制の整備及びその運用状況の概要

3 証券化エクスポージャーについて、
信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称

5 証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定
に使用する適格信用格付業者等の名称

2 リスク・ウェイトの判定に使用する適格信用格付業者

4 証券化取引に関する会計方針

　信用リスクとは、お取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損
失を受けるリスクをいいます。当金庫では、信用リスクを当金庫が管理すべき最
重要のリスクであるとの認識の上、与信業務の基本的な理念や手続き等を明
示したクレジットポリシーを制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、
信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しています。
　信用リスク評価につきましては、当金庫では、信用格付制度を導入していま
す。そして、信用リスク計量化システムを活用して、予想損失額（注1）、非予想
損失額（注2）を把握し、健全性の確保に努めています。
　以上、一連の信用リスク管理の状況については、リスク管理委員会で協議検
討を行うとともに、必要に応じ理事会、経営会議といった経営陣に対し、報告
する態勢を整備しています。
　貸倒引当金は、当金庫の定める「資産自己査定要領」及び「資産の償却・引当
金規定」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率
を基に算定するとともに、その結果については内部監査及び監査法人の監査
を受けるなど、適正な計上に努めています。
（注1）予想損失額：一定の期間に発生すると予想される損失額の平均値である信用

コスト部分
（注2）非予想損失額：一定の期間に発生し得る損失の最大値から予想損失額を差し

引いた狭義の信用リスク部分

　リスク・ウェイトの判定に使用する適格信用格付業者は以下の4つの信用格
付業者を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格信用格付
業者の使い分けは行っていません。
・格付投資情報センター（Ｒ＆Ⅰ）
・日本格付研究所（ＪＣＲ）
・スタンダード＆プアーズ（Ｓ＆Ｐ）
・ムーディーズ（Ｍｏｏｄｙ'ｓ）

　当金庫は、リスク管理の観点から、お取引先の倒産や財務状況の悪化などに
より受ける損失（信用リスク）を軽減するために、お取引先によっては、不動産等
担保や信用保証協会保証による保全措置を講じています。ただし、これはあく
までも補完的措置であり、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の
資質など、さまざまな角度から判断を行っています。
　また、判断の結果、担保または保証が必要な場合には、お客様への十分な説明
とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な取扱いに努めています。
　自己資本比率規制における信用リスク削減手法として、当金庫が扱う主要な
担保には、預金積金や上場株式等があり、担保に関する手続については、当金
庫が定める事務取扱要領等により適切な事務取扱並びに適切な評価・管理を
行っています。
　一方、当金庫が扱う主要な保証には、地方公共団体等による保証があります。
　また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲に
おいて、預金相殺等をする場合がありますが、当金庫が定める事務取扱要領等
により、適切な取扱いに努めています。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に
業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されています。

　当金庫では、お客様の外国為替等に係るリスクヘッジにお応えすることを目
的に派生商品取引を取扱っています。具体的な派生商品取引は、資金関連スワ
ップ取引、為替先物予約取引があります。派生商品取引には、市場の変動によ
り損失を受ける可能性のある市場リスクや、取引相手方が支払不能になるこ
とにより損失を受ける可能性のある信用リスクが内包されています。
　市場リスクへの対応は、派生商品取引により受けるリスクと保有する資産・負
債が受けるリスクが相殺されるような形で管理をしています。
　また、信用リスクへの対応として、お客様との取引については、総与信取
引における保全枠との一体的な管理により与信判断を行うことでリスクを限
定しており、適切な保全措置を講じています。そのため、当該取引に対する個
別担保による保全や引当の算定は、特段、行っていません。以上により当該取
引にかかる市場リスク及び信用リスク、双方とも適切なリスク管理に努めてい
ます。
　また、長期決済期間取引は該当ありません。

　証券化とは、金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、
それらの資産価値を裏付けに証券として組み替え、第三者に売却して流動化
することを指します。
　一般的には証券の裏付けとなる原資産の保有者であるオリジネーターと、
証券を購入する側である投資家に大きく分類されますが、当金庫においては、
投資家としての役割のみを行っています。投資業務については、有価証券投資
の一環として捉え、リスクの認識については、市場動向、裏付資産の状況、時価
評価及び適格信用格付業者が付与する格付情報などにより把握し、適切なリ
スク管理に努めています。また、取引にあたっては、資金運用にかかる方針に基
づき、投資対象を一定の信用力を有するものとするなど、適正な運用・管理を
行っています。

　証券化エクスポージャーへの投資の可否については、市場環境、証券化エ
クスポージャーおよびその裏付資産に係る市場の状況等、当該証券化エクス
ポージャーに関するデューデリジェンスやモニタリングに必要な各種情報が
投資期間を通じて継続的又は適時に入手可能であることを市場部門におい
て事前に確認するとともに、当該証券化エクスポージャーの裏付資産の状
況、パフォーマンス、当該証券化商品に内包されるリスクおよび構造上の特
性等の分析を行い、リスク管理部門の審査を経たうえで、担当役員の決裁に
より最終決定することとしております。
　また、保有している証券化エクスポージャーについては、市場部門におい
て当該証券化エクスポージャー及びその裏付資産に係る情報を半期ごと及
び適時に収集し、必要に応じて個別案件ごとに信用補完の十分性やスキーム
維持の蓋然性等の検証を行うこととしております。

　当金庫は標準的手法を採用しています。

　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処
理規定」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従っ
た、適正な処理を行っています。

　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格信用格付
業者は以下の4つの信用格付業者を採用しています。なお、投資の種類ごとに
適格信用格付業者の使い分けは行っていません。
・格付投資情報センター（Ｒ＆Ⅰ）
・日本格付研究所（ＪＣＲ）
・スタンダード＆プアーズ（Ｓ＆Ｐ）
・ムーディーズ（Ｍｏｏｄｙ'ｓ）
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当金庫の自己資本の充実の状況等について　自己資本比率規制第３の柱に係るディスクロージャー
Ⅰ 単体における事業年度の開示事項　～定性的な開示事項～

2018年度
9,377
7,616
4,477
297
2,754
87
898
557
304
63
122
118
8,460
290
272
13
2
1

755
131
7,053
230
－

230
916
－
－
－

191
40
151
725
△85
151
66
658
5

652

9,382
7,766
4,213
202
3,262
88
993
523
99
－
42
56

8,581
214
200
9
2
1

740
223
6,559
844
309
534
801
309
164
145
292
200
92
818
124
132
257
560
6

554

2018年度

－
－
－
－

41,652
690
652
38
62
62
0

42,280

－
－
－
－

42,280
601
554
47
62
62
－

42,819

連結財務諸表


